
1　事業の概要

①　成果目標（H25)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（　　　　　　）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

295 295 295 298

1,650

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか

労働教育講座の開催は、労働者及び使用者が労働に関する知識を習得するための機会として必要であるため、引き続き事業を実施する

とともに、参加者の確保のため、ホームページ等を活用して更なる周知を図っていきたい。

目標に対

する成果

の状況

新社会人ワーキングセミナー等労働教育講座の活用について関係機関への周知に努めた結果、目標を上回る成果を上げることができ

た。

 概算事業費（B（A）+C）

32,113 32,222 32,097 32,503

30,555 30,555

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

予

算

額

前年度繰越

Aの

財源

2,114 1,945

概　算

人件費

3.70 3.70 3.70 3.70

30,555

1,558 1,667 1,542

30,555

1,998 1,819 1,650

合計（A) 2,293 1,948

7,464

25年度

25年度25年度

25年度 26年度

当初予算 2,293

補正予算

区　　分（単位：千円） 23年度 24年度

事業内容

労働教育の実施 直接

・地区労働フォーラム（10会場各1日間 788人参加）

・心の健康づくりフォーラム（4会場各1日間　288人参

加）

・人権啓発講座（8会場各1日間　840人）

・新社会人ワーキングセミナー（高校、短大等からの希

望に応じて実施（59回、4,197人参加）

・労務管理改善リーダー研修会（3回連続講座　4会場

454人参加）

・継続して着実に実施していく必要があるため、平成２３年度と同様の参加者を目標とする。

  労働教育参加者 6,000人

（単位：千円）　

項目

実施方法

H25事業実績

H25

H26

（当初） （決算） （当初）

目指す姿

現状

県でなければ実施不可（法令等義務）

県民との協働による実施： 困難

【左記の説明、根拠法令等】

個別労働関係紛争解決促進法

・労働者が使用者と個別に対等な立場を確立し、安定した労使関係を築きながら、健康で安心して働くことができる労働環境をつくるた

め、労使双方が法令や制度等を正しく理解する。

・労働組合の組織率が低下し未組織労働者が増加するなど、集団（組織）から個へ変化している。労働者を取り巻く環境はますます複雑

化しており、安定した労使関係を築くため、法令、制度等を正しく理解する必要がある。

２雇用の促進　３働きやすい職場づくりの推進 実施期間 Ｓ２２ ～

県が関与

する理由

課・室 労働雇用課

総合５か年

計画

プロジェクト  E-mail

rodokoyo@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

１－６　職業能力の開発と安心できる雇用・就業環境づくり

1,945 1,542 1,948

事業番号 07 06 02

事業改善シート （25年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名

労働教育講座事業

労働教育講座事業労働教育講座事業

労働教育講座事業

担

当

課

部局 産業労働部

合計 1,945 1,542 1,948

6,000 6,567 達成

成果目標の達成状況

項目

労働教育参加者数(人）

2,114 1,945 1,948

Ｈ25

H26

目標

H24末

（実績）

目標 成果

達成状況

7,500


